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答     申    書 

 

 

平成１９年８月２１日 

安曇野市長 平 林 伊三郎 様 

 

安曇野市情報公開・個人情報保護審査会 

                            会長 三 澤  敏 雄 

１ 審査会の結論 

 安曇野市長（以下「実施機関」という。）が、異議申立人の情報公開請求に対して、平成

１９年３月６日付１８人権Ａア－１４第２４号において、第３回安曇野市男女共同参画社

会形成推進委員会(以下「第３回男女共同参画社会形成推進委員会」という。)（平成１９

年２月１５日開催）の電磁的な音声記録については存在しないとしてこれを不開示とした

決定は、妥当である。 

 

２ 異議申立ての経緯及び趣旨 

（１） 異議申立ての経緯 

 （ア） 異議申立人は、平成１９年２月２１日付けで安曇野市情報公開条例（平成１８

年３月２７日安曇野市条例第５号。以下「情報公開条例」という。）第６条の規定により、

「安曇野市男女共同参画社会形成推進委員会(以下「男女共同参画社会形成推進委員会」と

いう。)の直近の会議の内容をとどめたところの、いわゆる電磁的な音声記録から作成され

た会議録（全文・要約を問わず存在する書面及び電磁的な音声記録）」に係る公文書の公開

を請求した。 

 （イ） 平成１９年３月６日、実施機関は、本件情報公開請求に対して、「男女共同参画

社会形成推進委員会の直近の会議」を「第３回男女共同参画社会形成推進委員会（平成１

９年２月１５日開催）」と特定した上で、第３回男女共同参画社会形成推進委員会の会議録

についてはこれを公開する決定を行い、第３回男女共同参画社会形成推進委員会の会議の

電磁的な音声記録（以下「本件申立文書」という。）については存在しないとしてこれを不

開示とする決定を行い、異議申立人に通知した（平成１９年３月６日付１８人権Ａア－１

４第２４号）。 

 （ウ） 平成１９年４月６日、異議申立人は、本件公文書不存在決定を不服として、情

報公開条例第１２条の決定に対し、実施機関に異議申立てを行った。 

（２） 異議申立ての趣旨 

 （ア） 異議申立ての趣旨は、本件公文書不存在決定そのものに異議があるわけではな

く、不存在に至る経過（会議録が出来上がった後に電磁的な音声記録を消去した行為）に

異議申立てをするものであり、今後このようなことがないように情報公開条例の適切な運
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用を求めるところにある。 

 （イ） 異議申立人は、異議申立ての理由として、情報公開条例第２条によれば、電磁

的な音声記録は公文書とみなされるところ、「会議録を作るために電磁的な音声記録をとっ

たが、それはメモ程度のものとの認識であったので、紙媒体の会議録が出来上がった後に

消去した」との説明を受けたが、政策立案や意思決定に重要な役割を担っている審議会・

委員会の会議録作成のために記録された電磁的な音声のデータは公文書と定義されるのだ

から、メモ程度のものとの認識で杜撰な取り扱いをしているのは許し難く、情報公開条例

の適切な運用を求めることを挙げている。 

 

３ 審査会の判断 

（１） 審査会の結論 

 当審査会は、安曇野市情報公開審査諮問書（平成１９年５月１日付人権Ａア－1３第６号）

を受理し、本件異議申立てについて、平成１９年５月１６日に開催された会議において審

査し、かつ平成１９年６月２７日の異議申立人による口頭意見陳述を踏まえて判断したと

ころ、実施機関が本件申立文書を存在しないとして非開示とした決定は、妥当であるとい

う結論に至った。以下、審査会がかかる判断を行った理由を説明する。 

（２） 男女共同参画社会形成推進委員会について 

男女共同参画社会形成推進委員会は、安曇野市男女共同参画社会形成推進委員会設置要

綱（平成１７年１０月１日安曇野市告示第８号）に基づき設置された附属機関等である。

男女共同参画社会形成推進委員会の事務局は、総務部人権尊重課に置くとされている（同

要綱第８条）。 

（３） 本件申立文書について 

 本件申立文書は、平成１９年２月１５日に開催された第３回男女共同参画社会形成推進

委員会の電磁的な音声記録である。 

（４） 本件申立文書の不存在について 

 ア 実施機関は、本件申立文書は会議録確定後に廃棄済みであり、現在保有していない

としている。 

 イ 当審査会において、実施機関から事情聴取を行ったところ、実施機関から以下のよ

うな説明があった。 

（ア） 総務部人権尊重課の職員は、男女共同参画社会形成推進委員会の事務局として

会議に出席し、議事内容をＩＣレコーダーにより録音するとともに、発言の主要な内容に

ついてメモを取り、それらに基づいて会議録案を作成する。作成された会議録案は、会長

の確認を経て、会長が署名することにより確定される。男女共同参画社会形成推進委員会

の音声記録は、会議記録メモと併せて、会議録作成のための基礎となる資料として事務局

職員のみがその業務遂行のために用いており、会議録が確定した時点でその目的を終了す

るものである。男女共同参画社会形成推進委員会の音声記録は、安曇野市文書管理規程（平
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成１７年１０月１日安曇野市訓令第４６号）第４５条第２項に基づく「文書保存期間区分

基準表」の「その他の文書」に該当し、保存期間１年未満の文書である。文書保存期間区

分基準表は、３０年保存、１０年保存、５年保存および１年保存を要する文書を定めてい

るが、男女共同参画社会形成推進委員会の音声記録は、これらの文書のいずれにも該当し

ないところから、「文書保存期間区分基準表」の「その他の文書」に該当するものとして扱

っている。安曇野市においては、保存期間１年未満の文書は、事務処理上保存の必要がな

くなった時点で廃棄することとされているところから、男女共同参画社会形成推進委員会

の音声記録は、会議録が確定すると事務処理上保存の必要がなくなるので、消去されてい

る。本件申立文書（第３回男女共同参画社会形成推進委員会の会議の電磁的な音声記録）

については、第３回男女共同参画社会形成推進委員会会議録が確定された平成１９年２月

２０日に、総務部人権尊重課の職員が消去した。 

 （イ） 以上のことから、本件申立文書はすでに廃棄済みであり存在していない。した

がって、情報公開条例第１２条第２項の規定に基づき、不開示とした。 

 ウ 以上の説明を踏まえて、当審査会では次のとおり検討を行った。 

（ア）第３回男女共同参画社会形成推進委員会会議録は、平成１９年２月２０日に、会

長が署名することにより、確定されている。このため、本件申立文書（第３回男女共同参

画社会形成推進委員会の会議の電磁的な音声記録）は、平成１９年２月２０日からは、事

務処理上保存の必要がなくなったものと認められる。したがって、本件請求時点（平成１

９年２月２１日）において、本件申立文書はすでに廃棄済みであり存在していないとする

実施機関の説明に特段不自然な点はない。よって、本件請求時点で本件申立文書が存在し

なかったことが認められ、実施機関は、本件申立文書を存在しないとして非公開とする以

外に決定の方法はなく、実施機関の決定は妥当であると判断する。 

 （イ） もっとも、申立人は、文書不存在決定そのものに異議があるのではなく、本件

申立文書（第３回男女共同参画社会形成推進委員会の会議の電磁的な音声記録）が会議録

の確定した後に消去されたことに異議を申し立てている。そこで、当審査会は、本件申立

文書を会議録の確定した後に消去することの適法性についても検討することとした。 

 情報公開条例第３０条は、「実施機関は、この条例の適切かつ円滑な運用に資するため、

公文書を適正に管理するものとする。」と規定している。情報公開制度が適正かつ円滑に運

用されるためには、公文書の適正な管理が不可欠であることから、同条は、実施機関には

公開請求の対象となる公文書を適正に管理する責務があることを定めている。実施機関は、

この責務を果たすために、情報公開条例に基づく公開請求の対象となる公文書が適切に分

類、作成、保存、廃棄等がなされるよう、文書規程等において文書管理に関する基本的事

項を定めなければならないところ、安曇野市文書管理規程は、文書管理に関する事項を定

めている。同規程第４５条は、文書の保存期間を、３０年保存、１０年保存、５年保存、

１年保存（第１項第１号乃至第４号）および１年未満（第３項）に区分し、「文書の保存期

間は、別表に定める文書保存期間区分基準に基づき主管課長が定めるものとする。」（第２
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項）と規定している。文書保存期間区分基準表は、３０年保存、１０年保存、５年保存お

よび１年保存を要する文書を定めているが、男女共同参画社会形成推進委員会の音声記録

は、これらの文書のいずれにも該当しないところから、「文書保存期間区分基準表」の「そ

の他の文書」に該当し、保存期間１年未満の文書であると解される。したがって、男女共

同参画社会形成推進委員会の音声記録は保存期間１年未満の文書であり、事務処理上保存

の必要がなくなった時点で消去するという実施機関の説明は、安曇野市文書管理規程及び

文書保存期間区分基準に照らして、不合理であるとは認められないものであり、本件申立

文書（第３回男女共同参画社会形成推進委員会の会議の電磁的な音声記録）は、会長の署

名によって会議録が確定するまでは保存する必要があるが、それ以降は消去することがで

きるものと認められる。 

 （ウ）安曇野市附属機関等の会議の公開に関する基準（平成１７年１０月１日安曇野市

告示第５号）は、安曇野市附属機関等の設置及び運営に関する指針（平成１７年１０月１

日安曇野市告示第４号。以下「指針」という。）に規定する附属機関等の会議の公開に当た

り、その方法等について必要な事項を定めている。同基準は、「附属機関等は、会議の終了

後２週間以内に会議概要（様式第２号）を作成するものとする。」（基準８）と規定すると

ともに、「附属機関等は、指針６の規定により非公開とされたものを除き、会議に係る会議

概要を公表するものとする」こと、「公表は、安曇野市ホームページへの掲載及び附属機関

等を所管する課の窓口での閲覧によるものとする」ことを定めている。男女共同参画社会

形成推進委員会は、安曇野市附属機関等の会議の公開に関する基準の対象となる「附属機

関等」に該当する（基準２）。同基準に照らして男女共同参画社会形成委員会が作成及び公

表を義務づけられているのは「会議概要」のみである（なお、この「会議概要」は、会議

の要旨（審議事項、発言要旨等）について、市民へ情報を提供するために作成するもので

あり、議事内容の詳細を記した会議録ではない）。ただし、安曇野市においては、平成１９

年１月１０日付総務部行政改革推進室長企画財政部まちづくり推進課長通知「附属機関等

の会議に関する情報提供に係る事務手続きの変更について」によって、市民等からの情報

公開請求等に備え、会議を開催した附属機関等の所管課に対して会議録等の整備を求めて

いる。この通知に基づいて、附属機関等について会議録が作成されている。 

これに対して、男女共同参画社会形成推進委員会の議事内容を音声として記録し、音声

記録を保存することを義務付ける規定は、条例上も、また、その他の規程・基準等におい

ても存在していない。したがって、男女共同参画社会形成推進委員会には、同委員会の議

事内容の音声記録を保存する義務は存在しないと言わざるをえない（なお、男女共同参画

社会形成推進委員会が議事内容の音声記録を保存することを自ら決定することができるこ

とは言うまでもないが、当審査会において調査したところ、男女共同参画社会形成推進委

員会が議事内容の音声記録を保存することを自ら決定したという記録はない）。そうだとす

ると、男女共同参画社会形成推進委員会の音声記録は、同委員会の事務局が会議録を正確

に作成するために議事内容を録音したものであって、会議録の作成に向けてその正確性を
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担保するための補助的手段に過ぎないものと性格付けるほかなく、本件音声記録は、会議

録作成のための補助的手段である以上、会議録が確定した時点でその目的を終了すること

から、これを消去することもできると言わなければならない。よって、本件申立文書を会

議録が確定した後に消去することは適法であると判断する。 

  (エ）以上のとおり、申立人の本件異議申立ての趣旨を考慮しても、実施機関が本件申

立文書を存在しないとして非開示とした決定は、妥当である。 

以上 


